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近年、地球温暖化、エネルギー問題、また食糧問題等、人類の存続に係わる地
球規模の問題が深刻となってきており、先進国に限らず多くの国が協力して問題
解決に努力することが求められている。これら人類にとって前例がない問題は地
球全体に及ぶ問題であることから、すべての国々が国境を越えて解決に取り組む必要があるが、特に多
くの資源や食糧を他国からの輸入に頼っている日本は、多方面において優れた技術力を有する国の 1つ
であることから、このような問題に関しても積極的な関与と貢献が求められている。また、日本は、現
在世界一の長寿国であり、また最も早く超高齢化社会に突入している国であることから、高齢者の健康
維持や生活の質の改善など、独自に解決すべき問題も多く、日本の関連するシステムや技術の開発は、
後に続く多くの国の手本となることが期待されている。さらに、本年 3月 11 日に起こった東日本大震災、
それに伴い発生した福島第 1原発事故、そしてその後の放射能影響の深刻な状況は、行政機関はもちろ
んのこと、企業や大学、また他の多くの機関、さらにいろいろな立場の人々が、今後も長期的かつ継続
的に協力し合うことが必要なことを示している。これら震災及び原発事故の影響は多方面に亘り、世界
のエネルギー問題や食糧問題にも直結している。これらの影響について個別に、または全体に対しても
効果的な解決策を見出すことは容易ではなく、また極めて多くの時間がかかると予想される。特に、放
射能影響は地理的に広範囲に及び、環境汚染を通じた農作物や食物連鎖による食品汚染の可能性など、
汚染状況の信頼性の高い把握とそれに基づいた国民等への科学的な情報提供が極めて重要である。農
研機構（独立行政法人農業・食品産業技術総合研究機構）食品総合研究所においても、放射性物質影響
ワーキンググループを立ち上げ種々の取り組みを実施している（http://nfri.naro.affrc.go.jp/topics/R_C.
html）。
しかし、このような状況の下、農研機構が研究独法としてどのように貢献するか、内部研究所の 1つ

であり日本で唯一の食品に係わる専門研究所である食品総合研究所が、研究においていかなる活躍の場
を見出すか、は職員に課せられた大変難しい課題である。一方、このような時期に研究者である人間は、
誤解を恐れず書かせていただくと、今後の人類や地球に大きく貢献できるチャンスを与えられていると
も言える。IT技術の発展とともに科学技術も飛躍的に向上し、社会システム自体も大きく変化してき
ている。このような時代背景を元に、研究者一人一人がどのように研究を進めるかは極めて大きな挑戦
であり、研究者としてこれまで培ってきた物を見る能力、気づいて有用な現象を見出す能力、大きなリ
スクに挑戦する勇気、さらに、結果を信じて待つ忍耐力など、研究のプロとしての能力を最大限に発揮
することが求められている。他の分野の人たちとは異なる切り口から解決のための糸口を探り出し、他
分野のプロたちとの切磋琢磨により、このような大きな課題の解決に貢献することは、研究者として極
めてやりがいのある重要な課題を与えられていることを意味している。 
農研機構では本年（平成 23 年度）から第 3期中期計画が始まり、農業・食品産業に係わる研究・開

発の新たな取り組みを既に推進している（http://www.naro.affrc.go.jp/public_information/enterprise/
tyuki/）。そのような年に、日本において人類史上初めての事態を迎えたことを重く受け止め、将来の
人たちがこの時点を振り返った際に、研究独法として、また研究者として、人類の幸福に繋がる何らか
の「有効かつ有意義な研究」「優れた技術開発を通じた貢献」ができていることを目指して、皆で最大
限の努力をしていきたい。

巻 頭 言

地球規模問題への貢献について

食品バイオテクノロジー研究領域長　矢部希見子
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研究トピックス

無機元素組成に基づいた
農産物の産地判別について

食品分析研究領域　分析ユニット　堀田　博

１．はじめに

日本国内では、経済的な利益が大きい有名産地
や安価な海外産品を国内産と偽って販売するなど
の産地偽装例が多い。そのため、2000年より野
菜や果物、一部の加工品などの農産物産地表示が
義務づけられ、それを科学的に裏付ける判別・鑑
定法の開発が望まれていた。
そこで、食品総合研究所と（独）農林水産消

費安全技術センターは、ワイン、米、小麦、ジャ
ガイモ、ニンニク、ゴボウ、さやえんどう、梅
干、椎茸、茶、コーヒー、牛肉などで報告されて
いる無機成分組成に基づく農産物の産地判別法 1）

を応用して、長ネギ 2）やタマネギ 3）、黒大豆 4）、
カボチャ 5）、 6）などの産地判別法を共同で開発し、
実用化技術として監視業務で使われる判別マニュ
アルを公表している 7）。
無機元素組成が産地判別に使われる理由は、農

産物中の無機元素組成が生育した土壌中の無機元
素組成を反映するために判別が可能なこと、無機
元素の含有量は輸送や保存などによって変化しな
いこと、かつ 20種類以上の元素が同一の処理法
で調製でき、測定も同一の機器で可能であること
など、産地判別を行う測定対象成分として有利な
条件がそろっているためである。

２．産地判別の手法

農産物の産地判別で最も重要なのが、産地の確
実な試料の収集である。収集した試料が判別の母
集団となるので、産地や栽培地域だけでなく産年
の確実なものを集める。肝心の産地を間違ってい
ると、いかに細心の注意を払って測定し解析して
も正確な判別はできない。また、国内産の農産物
の収集は公設場所が生産したものではなく、小売
店頭に並んでいるのと同じ農産物を入手した。

次に外部汚染に注意して測定用試料を調製し、
ICP-OESや ICP-MSという共にプラズマに試料を
噴霧してその発光波長やイオンの質量を測定する
装置で、多数の元素濃度を精確に測定した。
一個の農産物を判別するには一個ずつの元素

測定データが必要なため、測定可能な元素やター
ゲットとする元素の選定、分析部位などは複数固
体で決定し、複数個体（穀類や豆など一個体が小
さいもの）でないと対応できない場合を除き、一
個体毎のデータを取った。
産地の解析は、それぞれの産地から収集した

試料の元素濃度データを変動要素として、解析ソ
フトを用いて線形判別分析を行った。判別結果は
的中率 90%以上と高いがパーフェクトではない。
しかし表示疑惑のある物を科学的にスクリーニン
グするには十分高い的中率である。

３．具体例

長ネギ
 中国産の長ネギが急速に輸入拡大したため、

日本産との判別を行い、「無機元素組成による農
産物の産地判別技術」として実用化した最初の事
例である。

 長ネギの場合、数本を束にして小売りされ、
その中に中国産を混ぜられる懸念があるので、一
本で判別できる判別式を開発した。さらに、元素
測定用に調製した分解溶液中の各元素濃度を、判
別への寄与が小さい元素（マグネシウム）濃度で
割った値を使う判別法を開発した。この方法を採
用すると、乾燥重量の算出と溶液の定容化（フィ
ルアップ）の操作を省くことができ、判別結果も
満足の行くものであり（図 1）2）、無機元素組成
による産地判別法の簡素化および迅速化が実現で
きた。
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タマネギ
タマネギの輸入量は生鮮野菜の中では最も多い

が、外食や加工食品（総菜やスープ）などの業務
用需要に適しているため、通常は小売店頭には出
なかった。しかし、国内産品に類似している中国
からの輸入品による産地偽装があり、国内生産量
の 75～ 80％を占める北海道、兵庫県、佐賀県の
3地域と外国産との産地判別を行った。
北海道、兵庫県、佐賀県及び外国産のタマネ

ギのそれぞれの産地から収集した試料の元素濃度
データを用いて線形判別分析を行い、北海道、兵
庫県、佐賀県及び外国産の 4産地のうちの 1産地
と他の 3産地の間で分類する 2産地群判別モデル
4種類を構築した。

その結果、北海道産と外国産（7元素）、兵庫
県産と外国産（8元素）及び佐賀県産と外国産（8
元素）間で分類する 3種類の 2産地群判別モデル
では、それぞれ 96％、97％及び 94％の的中率と
なり、未知試料による検証では、それぞれ 94％、
95％及び 94％の的中率で判別できた（表 1、図 2）3）。

黒大豆
京都府と兵庫県にまたがる「丹波・篠山地方」

で古くから栽培されてきた、表面に白い粉が出る
大粒の「丹波黒」と呼ばれる黒大豆について、日
本産と中国産の判別を行った。地域特産品のため、
70程度しか試料が収集できず、また、混合され
ることも考えられ、一粒での判別が必要であった。

 判別対象産地 判別元素 試料数
的中率（％）

モデル構築用 検証用
 北海道産と
 外国産間

 計

７元素
（Na, P, Mn, Sr, Mo, Cd, Ba）

108
 72
180

100
 89
 96

100
 86
 94

 兵庫県産と
 外国産間

 計

８元素
（Na, P, Mn, Zn, Sr, Cd, Cs, Ba）

 77
 72
149

100
 93
 97

100
 90
 95

 佐賀県産と
 外国産間

 計

８元素
（Na, Mg, P, Mn, Rb, Sr, Mo, Ba）

 52
 72
124

 98
 92
 94

 98
 90
 94

表１．たまねぎの 2産地群を判別する判別式によるモデル構築用試料と検証用試料の的中率 3）

図１． 長ネギ中の 11 元素（Na、P、K、Ca、Co、Cu、Sr、Cd、Ce、Cs、Tl）の濃度をMg濃度で割っ
た比から算出した 101 試料の判別得点の二次元プロット 2）
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しかし、約 0.8gの一粒からの試料調製は難しく、
先ずは 100粒用の判別式を求めた 4）。次に、判別
への寄与が小さい元素（カリウム）で割った値を
使い、一粒用判別式も得られた 5）（図 3）。

カボチャ
FTA貿易協定で関税が撤廃されたメキシコ産

と他の輸入国（ニュージーランドやトンガ）のも
の、即ち輸入国産同士の判別を初めに行い、測定
試料数は少ないが、モリブデンとストロンチウム

により、メキシコ産とニュージーランド産、トン
ガ産を 90%以上の的中率で分類できた 6）。
国産品と外国産品との判別は、8元素による日

本産－ニュージーランド産判別モデル、6元素に
よる日本産－メキシコ産判別モデルを組合せ、日
本産と外国産を的中率 85 %で判別できた（図 4）。

その他の農産物
米の元素類はかんがい用水に由来するものが

多く、野菜類に比べて栽培年が異なる試料の収集

図２． タマネギの 4産地群を判別する判別式に 12元素（Na, Mg, P, Co, Cu, Zn, Rb, Sr, Mo, Cd, Cs, 
Ba）の濃度を代入して得られる判別得点の 2次元プロット 3）

図３． 黒大豆一粒判別モデルによる日本産及び中国産丹波黒の判別
　　　 3 元素（Cd, Cs, V）の K に対する濃度比による判別得点プロット
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が重要になる。また、全国で「コシヒカリ」が栽
培されており、特に新潟県産や福島県産などがブ
ランド化されているので、それらと他の国内産米
の判別を行い、新潟県産－福島県と茨城県産米の
2群判別モデルを構築し、その分類率は 90%以上
であった。しかし、国内産同士の判別は、地理的
に余り離れておらず、土壌も似ているので、外国
産との判別に比べて難しい。
サトイモや落花生についても研究が行われ、判

別式の検証段階まで進んでいる。

４．終わりに

全ての消費者に小売店頭での表示の信頼性を受
け入れてもらうには、市販されている全農産物の
原産地表示を確実にする、科学的に信頼される産
地判別法の開発が必要である。今のところ、産地
偽装が起こりやすい輸入割合が高い農産物を優先
している。また、中国以外の国からの農産物輸入
の拡大が予想され、判別法が開発された農産物で
もバージョンアップする必要もあるので、全ての
輸入農産物の判別法が開発されるには時間がかか
るだろう。
また、国内産地間の判別も可能となってきてい

る。地域ブランドの表示の信頼性も重要になって
いるので、これから判別例も増えていくものと予
想している。地域特有の品種を栽培してその識別
により産地も判別できるとする例もあるが、その

品種を持ち出して産地偽装をした場合でも、無機
元素組成による方法では判別可能である。
最後に、外国産品の判別という発想を逆転させ

て、輸出する高品質農産物の日本国産を保証する
技術として、無機成分組成による産地判別技術が
活用されることを期待している。

（現所属：企画管理部業務推進室専門員）
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図４．日本産とメキシコ産カボチャ間の分類関数による判別得点ヒストグラム 6）

　　　グラフ中の赤点線は判別得点 0の判別基準を示す
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研究トピックス

複数食中毒菌の同時検出技術の開発

食品安全研究領域　食品衛生ユニット　川崎　晋

１．はじめに
近年の加工技術や流通の発達により様々な種

類の食品が全国に供給できるようになり、より豊
かな食生活を提供できるよう、多大な努力なされ
てきた。このように生産から流通に至るすべての
段階において多くの努力がなされてきたにも関わ
らず、食中毒の発生は後を絶たない。食品の安全
については、消費期限の偽装問題や消費期限切れ
原材料の使用などの製造者の倫理的不信感の問題
ばかりが大問題であるように取り立てられている
が、食中毒菌による食中毒は常に起こっている実
質的な問題であり、年間 20,000～ 30,000人前後
の患者数が報告されていることから具体的対策が
必要とされている。このような社会的背景より、
食品製造業者自らが食中毒菌の検査技術を保持し
活用したいという要望は極めて強い。しかしなが
ら、食中毒菌の検査には適切な実験施設のみなら
ず、実験者の多大な労力と時間、そして技術と経
験が要求されるために、その実施は困難である。
上記の要望があるなか、多くの簡易迅速な検査

技術が開発されてきた。著者らもこの要望に答え
るべく、2005年に食中毒菌の複数同時検出につ
いて論文を報告した 1)。本稿では、この複数同時
検出技術がキット化に至るまでの経緯と実用化へ
向けての評価試験結果とについて述べる。

２．食中毒菌複数同時検出技術開発
図１に従来の食中毒検査法と、著者らが開発し

た食中毒菌複数同時検出技術の概要を示した。従
来の食中毒菌検査では、操作において培養の時間
を必要とするために、食中毒菌が検出されるまで
に 4～ 7日の時間を必要とする。著者らはこれを
短時間かつ簡易化するために、遺伝子手法による
検出法を用いることとした。検査法開発に当たり、
標的とする食中毒菌としてサルモネラ、リステリ
アモノサイトゲネス、腸管出血性大腸菌 O157の

3菌種を挙げることとした。これらは食中毒菌と
しての死亡事例が数多く報告されていることと、
世界的に食中毒事例が多発している背景から、選
択された。もちろんこれらの食中毒菌は食品にお
いて「陰性（25g中に含まれない）」ことが求め
られている。
この検出感度と同等に上記 3菌種を検出するた

めには、3つの技術開発が必要と考えられた。そ
れは、1）標的とする食中毒菌を同時に増菌させ
ることができる培地の開発、2）食品が含まれる
培養液からでも標的とする食中毒菌の核酸を有機
溶媒を用いずに抽出できる手法の開発、3）複数
の標的遺伝子を増幅できる反応系の至適化、の 3
点であった（図 1）。これまで食中毒菌の遺伝子検
査法について多くの報告があるものの、食品の前
処理からを含めた検討をなされたものは少ない。
まずは食中毒菌を効率よく遺伝子検査に必要と

される濃度まで増菌できる培地開発を行った。遺
伝子検出法の検出感度は極めて高く、PCR反応管
に 1本の DNAが存在すれば、増幅産物として検
出できる。しかしながら、遺伝子抽出過程でのロ
スが生じるため、少なくとも 1mlあたり 1000細
胞の標的菌が必要となる。それゆえ、少なくとも
前培養条件において、この濃度まで増殖可能な培
養条件の検討が必要不可欠であった。著者らは、
培地組成や条件を変化させて検討を繰り返したと
ころ、緩衝作用を高めにして栄養源の糖濃度をあ
らかじめ下げることにより、食品そのものや微生
物の増殖時に産生される酸による pHの変化を抑
えることが、上記 3菌種を等しく増殖させるのに
重要であることが分かった。特に食品ではあらか
じめ多くの微生物で汚染されており、この 2点が
培地開発に最も重要な因子と推察された。
核酸抽出時でも、簡易抽出法の種類によって結

果に大きく異なることも分かった。簡易法で用い
られる煮沸法やアルカリ溶菌法、カオトロピック
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塩による菌体溶解法では、リステリアに対して効
率的な溶菌が行えず、検出感度を低下させること
も明らかとなった。これは、少なくとも酵素処理
を事前に行うことで、改善できることも分かった。
最後に、3菌種を同時に 25g中 1細胞から検出

できる PCR法による検出系を構築した。著者ら
は公表されている論文から、特異性および検出感
度が高いプライマーをいくつか選択して組み合わ
せ試験を行い、互いに干渉の少ないものを用いて
反応系を至適化した。
この 3つの技術開発により、これまで多種の培

養液・培地が必要だったところを 1つの共通培地
で行うことができ、1連の操作で核酸抽出、PCR
検出が行える検出系を確立できた。

３．技術開発から実用化へ
上記の技術開発により、実際の食品からの活用

を想定した、食品検体の前処理から、遺伝子抽出
法の開発ならびに遺伝子同時検出法までの一貫と
した検出法を作成できた。従来法と比較して大幅
に検出までに必要な時間と労力を省略でき、必要
とする培地の種類と量を削減できる。実際、畜肉
における接種試験を試みて検出感度を検証したと
ころ、25g当たり 1細胞の標的微生物が生菌とし
て存在すれば検出可能な感度を持っていた。
本技術の実用化を目的として、試作キットの保

存試験をはじめ、食材適応試験、第 3者での検出
感度比較試験、取扱説明書の改訂、凍結保存検体
からの回収試験などの、試験がなされた。特に実
用化を目指すためには、食品個々におけるキット
の適応能力をある程度把握する必要がある。著者
らは、60種類以上での食材において 25g当たり 5
細胞の標的微生物を接種してからの検出試験を試

みたが、殆どの食材で検出可能であった。グリコー
ゲンなどを多く含むもの（アサリなど）や微粒粉
末を多く含むもの（チョコレートパウダー）など
で、多少検出感度に問題が生じたものも認められ
たが、これらは 5ミクロンのプレフィルター処理
により改善されることも明らかとなり、本法が幅
広い適応能力を持つ可能性を示した 2）。
また、多くの食品の場合、冷凍・冷蔵による長

期保存や検査対象の保存がなされる。この場合、
標的微生物がストレスを受けており、前培養過程
での増菌効果を妨げる可能性を考慮しなければな
らない。このような凍結ストレスからの回復につ
いて評価するため、‒ 20℃で 2週間および 2カ月
間保存してストレスを与えた検体を作製し、検出
率を従来法と比較した。いずれも検出率は従来法
と比べて本法が高く得られる結果となったが、特
に 2カ月間保存での検出率の差は顕著であった。
上記の検出率の差は、従来法と本法との前培養条
件の違いによるものと推測している。従来法で
は、検体中からの標的微生物の回収のために選択
培地を用いる。これは、標的微生物以外の増殖を
抑えることで標的微生物のみを発育させることに
よる。この選択培地に含まれる選択剤は、目的微
生物の増殖阻害は起こさないとしながらも、多少
の増殖阻害は避けられない。特に、ストレス下に
置かれた微生物の回復においては、それが顕著の
ようである。一方、開発培地には上記の選択剤は
含まれておらず、あくまでも効率の良い増殖効果
のみを狙っているものである。それゆえ、ストレ
ス下の標的微生物を効率よく検出できたと考えら
れた。
このような食品への適応性と検出率についての

検討を通して、2009年に食中毒菌多重検出キッ

図１．従来法との検出法と開発技術との比較。検査材料 25g 中に 1細胞の生菌が存在すれば検出できる。
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ト［TA10］ （多重）として製品化に至った（図 2）。
また、国内特許の成立に至った 3）。

４．妥当性確認への試み
こうして、製品化にまで漕ぎ付けたところであ

るが、現在においても、評価試験は継続して行わ
れている。現在、開発培地を用いた場合での検出
率の向上の可能性について妥当性試験による検証
を行っている。というのは、前段階の結果におい
てストレス下の標的微生物を効率よく検出できる
可能性が示されたためである
このため、サルモネラが加熱・凍結損傷を引き

起こしている場合をモデルとして、牛挽肉中検体
からの検出率比較試験を行った。検出法の妥当性
確認試験には少なくとも 20検体以上での比較が
必要で、多数の試験結果を必要とする。今回、総
数 1,500検体以上の牛挽肉検体を作成して、χ2検
定による有意差検定を行い、開発培地の有効性を
評価した。その結果、特に凍結損傷下からの回復
および検出には、従来の培地と比較して有意に高
い結果を得た（表 1）。本技術は食品製造現場で
の自主検査としての活用と共に検出率の向上も期
待できることも明らかとなった 4）。現在、サルモ
ネラ以外での妥当性確認について、検討している
ところである。

５．おわりに
食中毒菌の迅速検出法の技術開発から実用化、

さらには妥当性確認試験の試みまでという、貴重
な経験をさせていただいた訳だが、いくつかの課
題も残っている。著者らは、多岐に渡る試験結果
から本検出法の有効性を述べてきたが、食品は多
種多様であり、これら全てに１つの手法で対応す
るというのは不可能であろう。むしろ、この検査
技術ではこの食品には適するが、これには改善策
が必要である、など、どうすれば活用できるか
の術を含めて検討していく必要がある。また、こ
れらの実証試験の結果など多くの情報は、食品企
業間を超えて共有すべきであるし、当研究室も本
開発技術に限ることなく情報を発信する必要があ
る。これらは本技術に限ることではなく、その他
の迅速検査法についても、議論を進めていく必要
性があると強く感じる。

文　献
１） Susumu Kawasaki et. al. (2005) Multiplex PCR 

for simultaneous detection of Salmonella spp., 
Listeria monocytogenes, and Escherichia coli 
O157: H7 in meat samples. J. Food Prot. 68: 
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２） Susumu Kawasaki, et. al.(2009), Evaluation of 
the Multiplex PCR System for Simultaneous 
Detect ion of  Salmonel la  spp. ,  Listeria 
monocytogenes and Esherichia coli O157: H7, 
in Foods and in food subjected to freezing. 
Foodborne Pathogens and Disease. 6: 81-89.

３） 「微生物の多重検出方法」（特許第 4621919号）
４） Naoko Kamisaki-Horikoshi et. al. (2011) 

Evaluation of TA10 Broth for Recover y of 
Heat- and Freeze-Injured Salmonella from 
Beef. J. AOAC Int. 94: 857-862

表１．牛挽肉中からの凍結損傷サルモネラの検出率の比較。
　　　開発培地は他の前培養培地と比較して統計学的有意に高い検出率を示す。

図２． 製品化された 食中毒菌多重検出キット
［TA10］（多重）。陽性コントロールが追加
され、より実用的に改良された。
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研究トピックス

希土類元素と生物の接点

食品バイオテクノロジー研究領域　生物機能解析ユニット　岡本　晋

１．はじめに
「希土類元素」が世間の注目を集めている。近年、
その生産量の 95％以上を中国一国で占めており、
政治的リスクによる調達環境の悪化が顕在化した
ことは記憶に新しい。希土類元素を安定的に調達
するために、インド、ベトナム、カザフスタン、オー
ストラリアといった国々での試採掘が、我が国の
国家プロジェクトとして開始されている。
それでは、「希土類元素はどのような元素で、

なぜそれが重要なのか？」、と問われたときに即
答できる一般の研究者はあまり多くないのではな
いか。「ハイテク製品の製造に欠かせない原料で
あるがその埋蔵量は少ない」、という漠然とした
知識はあっても、その実態についてはよく理解さ
れていないと思われる（後述するようにその埋蔵
量は決して少なくはないのですが）。さらには、「希
土類元素と生物とは何か関係があるのか？」との
問いかけに答えられる人はほとんどいないと考え
られる（筆者にしても大いに困る）。
本稿では、希土類元素の諸性質について概説す

ると共に、ほとんど知られていない生物との接点
について、我々の知見を交えて紹介していきたい。

２．希土類元素とは
希土類元素（Rare earth elements）とは、元素

周期律表第 III族に属するランタノイド（原子番
号 57～ 71番）の 15元素にスカンジウム、イッ
トリウムを加えた 17元素の総称である。すなわ
ち、原子番号 21のスカンジウム（Sc）、39のイッ
トリウム（Y）のほか、57のランタン（La）、58
のセリウム（Ce）、59のプラセオジム（Pr）、60
のネオジウム（Nd）、61のプロメチウム（Pm）、
62のサマリウム（Sm）、63のユウロピウム（Eu）、
64のガドリニウム（Gd）、65のテルビウム（Tb）、
66のジスプロシウム（Dy）、67のホルミウム
（Ho）、68のエルビウム（Er）、69のツリウム（Tm）、

70のイッテルビウム（Yb）、71のルテチウム（Lu）
の 17元素からなる。このうちプロメチウムは人
工的に作り出された放射性元素であり、第二次大
戦中の原子爆弾開発の副産物である。天然に存在
する希土類元素のうち最初に見いだされたのは
イットリウムであり、その発見は 1794年にまで
遡る。本元素が新しい鉱物中に存在する珍しい土
（酸化物）として発見されたことから、「希な土＝
rare earth」と命名されたのである。1907年に最
後の天然希土類元素としてルテチウムが発見され
るまでに、実に 100年以上の歳月を要しているが、
これは、本元素群が混合物として産出される上に、
互いによく似た性質を有する（ランタノイド類が
周期表中の一つの枠に押し込められている理由で
もある）ために単離・精製に困難を極めたことに
よる。

３．希土類元素の用途
希土類元素、特にランタノイドは原子核を周回

する電子の軌道が特殊（4f軌道への電子の配置）
であり、他の金属にはない独特の性質を発揮する
ため、様々な用途に使われている。ハイブリッド
カーのモーター（磁石として使用）など、ハイテ
ク素材としての利用が注目されているが、身近な
ところではライターの発火石（セリウム）やブラ
ウン管の蛍光体（ユウロピウム、テルビウム）に
使用されている。余談ではあるが、筆者が子供の
頃、日立から「キドカラー」というテレビが発売
されていた。これは「輝度」と「希土」からしゃ
れで命名されたようである。また、酸化セリウム
は自動車の排気ガス浄化用の触媒としても使用さ
れている。
ハイテク素材としての利用は、上述した高性能

磁石（ネオジウム、サマリウム）の他、セラミッ
クコンデンサー（ランタン、ネオジウム）、光磁気
メモリー（テルビウム）、水素吸蔵合金（ランタン）、
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蛍光体（セリウム、イットリウム）、ガラス研磨剤（希
土酸化物の混合物）などが挙げられる。

４．希土類元素は希少？
それでは希土類はその名前のごとく希少な金属

なのだろうか？実際には思ったほど少なくはない
のである（表 1）。

表 1.　地殻に含まれる各種元素の量

元素 原子
番号

含有量 
（mg/kg） 元素 原子

番号
含有量 
（mg/kg）

Sc 21 5 B 5 <3
Y 39 28.1 Co 27 23
La 57 18.3 Ni 28 60
Ce 58 46.1 Cu 29 70
Pr 59 5.53 Zn 30 132
Nd 60 23.9 As 33 5
Pm 61 - Br 35 1.62
Sm 62 6.47 Mo 42 2.5-15
Eu 63 1.06 Ag 47 0.1
Gd 64 6.36 Cd 48 0.15
Tb 65 0.91 Sn 50 40
Dy 66 4.47 I 53 0.1
Ho 67 1.15 Pb 82 16
Er 68 2.47 Bi 83 0.2
Tm 69 0.2
Yb 70 2.66
Lu 71 0.75

参考文献 1より抜粋

イットリウム（Y）は鉛（Pb）より多く、セリウ
ム（Ce）にいたってはスズ（Sn）よりも多く、
存在する。さらには、希土類元素の中でもっとも
存在量の少ないツリウム（Tm）でも銀（Ag）よ
りは多く存在しているのである。このように希土
類はそれほど「希」な元素ではない。
トータルとしての埋蔵量も豊富であり、現在の

世界需要を数百年間は満たすことができると考え
られている（表 2）。また、それほど極端に中国
に偏在している訳ではない。ただし、現在におい
ては、その生産は中国一国で行われているといっ
ても過言ではない。これは埋蔵量の豊富さに加え
て、採掘の容易さ（露天掘りで採掘可能）による
コストの低さが主な要因である。インドを始めと
する新興産出国での生産拡大が見込まれており、
将来にわたる安定供給が期待される。

５．希土類元素と生物の接点
希土類元素が工業的に重要であることはこれ

までに述べたとおりである。それでは生物対して
何らかの役割あるいは作用があるのだろうか？
残念ながら「必須元素である」というような証
拠は得られていない。最も研究されている生物
学上の活性としては、希土類イオン、特にラン
タンイオン（La3+）のカルシウムイオン（Ca2+）
との拮抗作用であろう 2)。La3+による細胞膜上の
Ca2+の置換、Ca2+依存的な筋収縮の阻害、ある
いは細胞内カルシウムシグナリングの阻害など
が報告されている 2)。さらには、同イオンによる
Ca2+依存性タンパク質リン酸化酵素の阻害も精製
酵素を用いて確かめられている。これらの拮抗作
用は、La3+のイオン半径が Ca2+のそれとよく似
ていることに加えて、価数がより大きいことに因
るものである。
希土類元素の植物生育促進効果についても

1970年頃から研究されてきた 2)。その研究の多く
は中国で行われている。同国では「長楽（Changle）」
という可溶性希土類元素を含む（希土類酸化物
を 38％含有）成長促進剤（肥料？）が使用され
てきた。本製剤の成長促進効果は 20種類以上の
作物で調べられており、対照群に比べて 8～ 50％
の収量増加が見られることが報告されている。一
方、1990年代、オーストラリアにおいて国家プロ
ジェクト的に希土類元素の植物生育促進作用につ
いての大々的な検証試験が行われた。その結果は、
ポットでの栽培試験においては効果が認められる
が、圃場試験では効果が見られない、というもの
であった。結論として、オーストラリアの土壌に
おいて希土類元素は充分に足りており、それらの
添加効果は無い、とされた。残念ながら、これ以
降植物生育促進作用に関する検証はほとんど行わ
れておらず、明解な結論は得られていない。

表 2.　採掘可能な希土類元素の埋蔵量
国名 生産量（t） 埋蔵量（千 t）

中国  120,000  27,000 30.7％
CIS諸国 不明  19,000 21.6％
アメリカ  0  13,000 14.8％
オーストラリア  0  5,200 5.9％
インド  2,700  1,100 1.3％
ブラジル  650  48 0.05％
マレーシア  380  30 0.03％
その他 不明  22,000 25.6％
合計（概算）  124,000  88,000

Mineral commodity summaries 2009［アメリカ地質調
査所（USGS）刊行］をもとに作成
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これらの研究とは別に、岐阜大学・河合敬一教
授のグループは資源回収を目的に「希土類元素集
積微生物」の探索を進めてきた。その中で、培地
中に添加した希土類に応答して、色素あるいは細
胞外多糖を合成する微生物が存在することを見い
だしていた 3)。河合教授が当ユニットの前ユニッ
ト長である越智幸三氏の大学時代の先輩であった
ことから、「放線菌二次代謝に対する希土類元素
の効果」を検証する共同研究がスタートし、筆者
もその一部に参加することになった 4,5)。研究材料
としては、手近にあった青色色素（アクチノロー
ジン）生産放線菌 Streptomyces coelicolor A3(2)を
用いた。結果は全くの予想外であった。なんと試
した全ての希土類元素が青色色素の生産を誘導し
たのである（図 1）。その効果は希土類元素特異的
で、鉄、マンガン、ニッケルといったその他の金
属元素ではほとんど認められなかった 5)。また、
希土類元素は青色色素の生産を生合成遺伝子の転
写レベルで誘導していることも明らかとなった 4)。
さらには、希土類元素が S. coelilolorのゲノム上
に存在する様々な二次代謝遺伝子の転写をも活性
化することも示された 5)。この広汎な効果はカル
シウムとの拮抗では説明できないようである。
放線菌での結果に刺激されて、希土類元素効果

の普遍性検証の一環として、枯草菌の抗生物質生
産および分泌酵素（アミラーゼ、プロテアーゼ）
生産への影響について検討がなされた。驚くべき
ことに、これら全てについて生産促進作用（～ 4
倍）が認められたのである（稲岡隆史主任研究員；
未発表データ）。ただし、枯草菌においては、希
土類元素の中で唯一スカンジウム（Sc）が効果を

示した。スカンジウムは放線菌においても最も強
い作用を示すが、これは、本元素が特徴的に有す
る遷移元素と希土類元素の両性質に起因するのか
も知れない。
これまでの研究例はまだまだ少なく、岐阜大の

グループおよび我々の研究結果からの予想ではあ
るが、希土類元素は広汎な微生物に対して何らか
の作用を示すものと考えられる。

５．おわりに
近年、希土類元素の生物に対する作用はほと

んど研究されてこなかった。必須元素でもなさそ
うだし、本元素群を厳密に要求する酵素反応も見
いだされていない。また、その添加効果を気軽
に試すには少々値が張るかも知れない（ScCl3場
合、1gで約 2万円）。しかしながら、微生物に対
しては様々な効果がありそうである。また、その
有効濃度も比較的低い（～ 50 µM）。したがって、
実験室レベルでは充分に試す価値があると思われ
る。あなたの培養系（動物、植物細胞も含めて）
に添加してみると、何かいいことが起こるかも知
れませんよ。

文　献
１） Moller, T. (1963). The chemistr y of the 

lanthanides (London: Chapman and Hall Ltd.)
２） Brown, P. H., Rathjen, A. H., Graham, R. D., 

and Tribe, D. E. (1990). Rare earth elements 
in biological systems. In Handbook on the 
physics and chemistry of rare earths vol. 13, 
K. A. Gschneidner, Jr., and L. Eyring, eds. 

(Amsterdam: North-Holland), pp. 423-452.
３） Fitriyanto, N. A., Nakamura, M., Muto, S., 

Kato, K., Yabe, T., Iwama, T., Kawai, K., 
and Pertiwiningrum, A. (2011). Ce(3+)-
induced exopolysaccharide production 
by Bradyrhizobium sp. MAFF211645. J. 
Biosci. Bioeng., in press.

４） Kawa i ,  K . ,  Wang ,  G . ,  Okamoto , 
S.,  and Ochi, K. (2007). The rare 
ear th, scandium, causes antibiotic 
overproduction in Streptomyces spp. 
FEMS Microbiol. Lett. 274, 311-315.

５） Tanaka, Y., Hosaka, T., and Ochi, K. 
(2010). Rare earth elements activate 
the secondary metabolite-biosynthetic 
gene clusters in Streptomyces coelicolor 
A3(2). J. Antibiot. (Tokyo) 63, 477-481.

図１．希土類元素の青色色素生産誘導効果
放線菌（S. coelicolor）の胞子をプレートの全面に塗布した後、
各元素の塩化物の粉末（約 5mg）を中央部に置いた。その後、
30℃にて 5日間培養を行った。希土類元素の添加により、青
色色素生産がリング状に誘導されているのが見られる。
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特許情報

発　明　の　名　称 国　名 特許番号 登録日 特　許　権　者

 遺伝子解析方法及び装置 日　本 4475478 22. 3.19 食品総合研究所
セイコーインスツル株式会社

process for producing microsphere with use of 
metal substrate having through-hole
（貫通孔を有する金属製基板を用いたマイ
クロスフィアの製造方法）

チュウゴク
ZL20058
0035718.
3

22. 4. 7
食品総合研究所
株式会社クラレ
中嶋光敏

生体内過酸化脂質生成抑制作用を有する組
成物 日　本 4490651 22. 4. 9 食品総合研究所

三和酒類株式会社

果汁の殺菌方法 日　本 4495647 22. 4.16 食品総合研究所
株式会社ポッカコーポレーション

茹麺の膨潤非崩壊領域の判定方法 日　本 4504843 22. 4.30 食品総合研究所
株式会社日清製粉グループ本社

method of quantifying genetic modification and
standard molecule to be used therein
（遺伝子組換え体の定量法およびそれに用
いる標準分子）

アメリカ 7709232 22. 5. 4
食品総合研究所
アサヒビール株式会社
日本製粉株式会社

液体食品の殺菌装置及び殺菌方法 日　本 4516860 22. 5.21 食品総合研究所
株式会社ポッカコーポレーション

樹脂製マイクロチャネル基板及びその製造
方法 日　本 4520166 22. 5.28 食品総合研究所

株式会社クラレ

果物の加工法および該方法により製造され
た加工食品 日　本 4565190 22. 8.13 食品総合研究所

アミノ酸高蓄積実用パン酵母 日　本 4580055 22. 9. 3 食品総合研究所
オリエンタル酵母工業株式会社

粉砕物の製造方法、装置および粉砕物 日　本 4583739 22. 9.10
食品総合研究所
有限会社つくば食料科学
研究所

ゲノム物理地図作成法及び作成装置 日　本 4581076 22. 9.10 食品総合研究所
農業生物資源研究所

ゲノム塩基配列を解読する方法及び装置並び
にゲノム物理地図を作成する方法及び装置 日　本 4581075 22. 9.10 食品総合研究所

農業生物資源研究所

放射線照射判別方法および放射線照射判別
システム 日　本 4599529 22.10. 8

食品総合研究所
日本放射線エンジニアリング
東京都立産業技術研究センター

光学活性な 3－オキサビシクロ［3. 3. 0］オ
クタン骨格を有する化合物およびその使用 日　本 4621904 22.11.12 食品総合研究所

農業生物資源研究所

微生物の多重検出方法 日　本 4621919 22.11.12 食品総合研究所
プリマハム株式会社

新　登　録　特　許
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海外研究情報

第39回日米天然資源の開発利用に
関する日米会議（UJNR）　
食品・農業部会報告

第 39回 UJNR食品・農業部会が、平成 22年
8月 22日より 26日にかけて米国メリーランド州
ボルチモア市の Baltimore Marriott Waterfrontホ
テルにおいて開催された。日本側は、当所から
20名、北海道農業研究センターから 1名および
国立健康・栄養研究所から 1名の計 22名、米国
側は、農務省関係研究所【東部研（ERRC）、西
部研（WRRC）、南部研（SRRC）、国立農業利
用研究センター（NCAUR）、リチャードラッセ
ル研（RBRRC）、ベルツビル農業研究センター 
（BARC）】からの計 28名が本会議に参加した。
本部会では、まず米国側 BARCの Dr. Joseph 
Spence所長による「BARCにおける研究の概要
と今後の展開」、日本側議長の林清所長による「我
が国における食品産業の現状と食品総合研究所
の使命」、USDA-ARSの Robert Griesbach技術移
転事務局次長による「USDA-ARSにおける特許
出願システムと技術移転の現状」および USDA-
ARSの Ibrahim Shaqir国際共同研究事務局長に
よる「農業研究における国際共同研究の現状と今
後の展開」という 4題の基調講演ではじまった。
次いでホットトピックとして、当所の小堀真珠子
機能性評価解析ユニット長の「西洋型食事で誘発
されるマウスの肥満に対するケルセチン投与によ
る抑制効果」および National Center for Cool and 
Cold Water Aquaculture（国立冷水養殖センター）
の Dr. Caird Rexroad, IIIセンター長による「ニジ
マス養殖生産促進に向けた米国での多面的な取り
組み」という 2題の講演が行われた。
今年度は、昨年度の 5つに加え、新たに「グリー

ンケミストリー」が加わった 6つのテクニカル
セッションで研究発表と活発な討議が行われた。
（川本伸一）

【食品の栄養・機能性セッション】
本セッションでは、日本側 3題、米国側 5題の

発表が行われた。今年度は極めて幅広い分野から

の発表があり、新たな共同研究の可能性も含めて、
様々な情報交換が行われた。各発表の概要は次の
通りである。　
南部研の Boue博士は、大豆のファイトアレキ

シンであるグリシノール及びグリセオリン類のが
ん抑制効果に関する報告を行った。グリシノール
及びグリセオリン類はダイゼインから誘導され
る化合物である。Boue博士はこれらの化合物が
抗エストロゲン作用を示し、インビトロ及びイン
ビボで子宮がん及び乳がん抑制作用を示すことを
明らかにしており、ファイトアレキシンの含量
を高めた機能性食品の開発を目指している。発
表の一部は、UJNRを介したベルツビルヒト栄養
研のWang博士との共同研究の成果であった。続
いて、食総研の高橋が、大豆製品である凍り豆
腐、大豆タンパク質及びイソフラボンがラット肝
臓の遺伝子発現に及ぼす影響を DNAマイクロア
レイを用いて解析した結果を報告した。本研究で
は、大豆タンパク質が凍り豆腐の成分として、脂
質代謝改善機能に寄与していること等を明らかに
している。国立健康・栄養研の永田博士は健康食
品として用いられているアシタバの機能性評価を
行った結果を報告した。アシタバは「セルライト
をなくす」等とされているが、インビボで脂質代
謝改善や脂肪蓄積抑制作用は認められない。興味
深いことに、培養脂肪細胞においては強い脂肪蓄
積抑制効果が認められたが、その活性本体は明ら
かになっておらず、今後の研究の進展が期待され
る。西部研の Breksa博士は、柑橘に含まれる生
理活性物質である Synephrine-Aとその生合成に
関する報告を行った。米国側セッションリーダー
のMaleki博士（南部研）はピーナッツアレルゲ
ンの不活性化に関する報告を行った。Maleki博
士はピーナッツアレルゲンである Ara h1が、ロー
ストすることによって構造変化して IgEへの結
合性を強めることを明らかにすると共に、Ara h1
が linearな状態であればアレルゲン性は弱まるこ
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とに着目し、アレルゲン性を低下させる加工方法
の指標となり得ることを示した。ベルツビルヒト
栄養研の Urban博士は、ヒトに近い動物モデル
としてブタ用いた研究を行っており、多くのブ
タ遺伝子の同定等を行っている。今回は、ブタ
腸内及び糞中の細菌叢がヒトに類似しているこ
とを示すと共に、様々なモデルを検討して、食
品機能の評価に有用であることを報告した。作
物保護と経営研究ユニット（Crop Protection and 
Management Research Unit）の Guo博士はピー
ナッツオイルの品質及び病害抵抗性を向上させた
系統の開発を行っており、オレイン酸含量が高く、
病害抵抗性の高い遺伝子改変近交系の開発が進ん
でいるとのことであった。　
このように、多岐にわたる発表が行われ、現在、

機能性成分素材を共有するいくつかの共同研究の
可能性が検討されている。（小堀真珠子）

【バイオカタリシス＆バイオテクノロジー】
バイオカタリシス＆バイオテクノロジーセッ

ションは米国農務省農業研究部国立農業利用研究
センター（USDA-ARS-NCAUR）Chin T. Houおよ
び食品総合研究所の北岡本光がセッションリー
ダーを務めた。米国からは水酸化不飽和脂肪酸に
よるαグルコシダーゼの阻害（Hou）、ポリヒド
ロキシアルカノアート合成遺伝子の改変によるバ
イオポリマーの改質 (Solaiman)、再生可能化学原
料資源としての油糧種子植物（McKeon）、麦わ
ら加水分解物を原料としたエタノールの連続生産
（Saha）、農業製品残査を利用した発酵阻害物質の
吸着（Klasson）の 5題、日本からは、ビフィズ
ス菌糖代謝酵素を利用したオリゴ糖合成（北岡）、
リグノセルロースからバイオエタノールを生産す
るための酵母の選抜およびエンジニアリング（榊
原）、納豆と Bacillus subtilis （natto）について（木
村）、Aspergilus niger由来の糖加水分解酵素ファ
ミリー 43に属する新規なβキシロシダーゼ（鈴
木）の 4題の発表が行われ、活発に討議、意見交
換がなされた。
本年から、新たにバイオエネルギー＆グリーン

ケミストリーセッションが加わり、近い将来での
実用化を目指した研究発表の多くはこちらのセッ
ションに移行した。しかしながら当セッションで
もバイオエタノールやバイオエネルギーを生産す
るための基礎的な技術に関わる発表が 4件と全体
の半数近くを占めており、日米両国の農業研究に
おける政策を反映していると思われる。

Solaiman氏のポリヒドロキシアルカノアート

合成遺伝子の改変には、元食総研・小林秀行氏の
技術が用いられるなど、UJNRを起点とした日米
間の技術交流も見られた。本セッションはバイ
オテクノロジーという広い分野をカバーしている
が、会議期間中の多くのディスカッションにより
相互の理解が深める良い機会となっている。分野
のやや異なる研究者との議論を行うことにより、
シーズの発見など新たな研究展開を生み出すこと
が期待される。（北岡本光）

【食品安全セッション】
食品安全セッションでは、検出及び制御に力

点を置き、日本 4題、米国 5題の計 9題の口頭
発表を半日で行った。日本側からは、①熱損傷・
凍結損傷した Salmonella を牛肉から回復させる
TA10用培地の評価（食総研・川崎）②野菜種子
の食中毒菌を制御する殺菌技術（食総研・根井）
③タイ及び日本における市販食品の微生物汚染
（食総研・稲津）④日本における食中毒動向（食
総研・川本）の発表が行われた。米国側からは、
① GeneDiskリアルタイム PCRを用いた非 O157
志賀毒素生産大腸菌の検出（USDA-ERRC・Dr. 
Fratamico）②細胞蛍光法による大腸菌由来志賀
毒素 2型変異毒素の相対毒性定量（USDA-WRRC・
Dr. Quiñones）③ Salmonella entericaと生鮮野菜
の葉部との相互作用（USDA-EMFSL・Dr. Patel）
④加工鶏肉滲出液中の Campylobacterの生残性に
及ぼすポリリン酸添加物の影響（USDA-ERRC・
Dr. Gunther：初参加）⑤ 畜産農家での志賀毒素
生産性大腸菌の PCR検出（USDA-EMFSL・Dr. 
Karns：初参加）が発表された。これら発表を元に、
共同研究が既に進行している課題の効率的推進、
今後の両国間新規共同研究について、各参加者間
で積極的に意見交換がなされた。食品安全性の確
保は、両国消費者の関心が高い分野であることか
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ら、UJNRの態勢を通じての情報交換、共同研究
推進が今後益々期待される。今回は、米国での鶏
卵大量回収事件の直後、食総研・川本領域長から
日本の食中毒発生動向について報告があり、今後
の食中毒菌研究の方向性を考察する上で非常に有
益であった。今後とも UJNRにおいて、両国の食
中毒発生動向について定期的に情報交換すること
が望まれる。（山本和貴）

【食品加工セッション】　
食品加工セッションでは、食総研・五十部領

域長が日本側代表を務める予定であったが、急病
による欠席のため、食総研・山本が代行を務める
こととなった。日本 3題、米国 4題の計 7題の口
頭発表を半日で行った。日本側からは、①イチゴ
輸送中の衝撃解析と損傷評価（食総研・北澤：初
参加）②味噌（日本の醗酵大豆ペースト）製造へ
の中高圧処理の利用（食総研・山本）③自動近赤
外分光法による挽肉表示の正当性検査（食総研・
Dr. Saranwong）の発表が行われた。米国側から
は、①ヘルシーで栄養豊富なスナック菓子の開発
（USDA-ERRC・Dr. Onwulata）②食品被覆用抗菌
物質としてのジェットクック処理澱粉―精油複合
材料（USDA-NCAUR・Dr. Singh：初参加）③被
害マンゴーの近赤外画像判別解析によるミバエ
卵・幼虫の検出（USDA-WRRC・Dr. Haff）④農
産物、卵、液状食品の安全性を確保するための新
規殺菌技術（USDA-ERRC・Dr. Geveke：初参加）
の発表があった。五十部領域長の演題が中止とな
り、時間は十分にあったはずだが、活発な議論の
ため、セッション全体としては時間が足りないく
らいであった。また、食総研・Dr. Saranwongは、
USDA-WRRCの Haff博士の下で短期在外研究中
であるところでの参加であった。
本セッションでは、食品安全性の視点を入れた

加工流通はもちろんの事、食品製造プロセスでの
検出・モニタリングについて活発に議論された。
流通の話題は日本側からのみの発表であったが、
様々な分野に広がりがある食品加工セッションで
は、話題のバランスに注意しつつ、また、食品安
全セッションと密に連携しつつ進行させる必要が
ある。（山本和貴）

【穀類と品質セッション】　
このセッションは穀類（今年度は米と麦）の生

理的あるいは利用上での品質評価研究と、それら
と密接に関連する分析機器あるいは分析手法の研
究について議論する場である。
米国農務省南部センター（USDA-SRRC）の E. 

Champagne氏と食品総合研究所の奥西が座長を
務め、米国側から 5件、日本側から 5件、計 10
件（内日本側 1件は座長代理発表）の発表が行わ
れた。例年米国側からは、USDA各センターから
広く参加者があるが、日本側も昨年に引き続き食
総研外からの参加者（北海道農業研究センター・
西尾氏）を求めた。
米に関する話題では、炊飯米の色、炊飯米を用

いたパン、パーボイルドライスの機能性成分およ
び米粉吸水特性と米粉パン製パン特性についての
発表があった。麦に関する話題では、穂発芽麦の
品質特性および超強力小麦の育種と加工特性につ
いての発表があった。他にマイクロ波あるいはイ
オン液処理したデンプンの特性変化に関する発表
もあった。分析に関する話題では、香り米の香り
成分の定量に関する分析手法間での差異、パン生
地内でのグルテン形成の可視化および遠紫外線に
よる天然水の分析についての発表があった。
米はアジア地域、小麦は欧米の主食としてそ

れぞれ位置づけられる。しかしながら、例えば日
本ではパンは既に第二の主食としての地位を確立
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しており小麦の消費量は米のそれに迫る勢いであ
る。また、米国でも主菜のつけあわせとしてある
いは健康志向の日本食ブーム等で、長粒種が中心
ではあるが生産量は日本とほぼ同量を維持してい
る。このように日米双方（あるいは世界的に）に
おける食の多様性を背景にそれぞれの地域にお
ける穀物の重要性も多種になってきている。同時
に農産物の一次あるいは食品への加工もそれぞれ
の地域性に合わせて派生するため、穀類に関する
研究も単に日米で分担するのではなく、基盤的知
見および技術は共有しつつ、それぞれの地域ニー
ズに対応した研究を行う必要がある。このように
穀類は、飼料用途を含め食糧資源の根幹を為すも
のであり、その品質特性の解明および利用加工
法の開発は、今後益々重要な課題となってくる。
UJNRでの研究情報交換および人的交流を通じ
て、さらに日米の協力関係が発展することが期待
される。（奥西智哉）

【グリーン・ケミストリー・セッション】
このセッションは、今回新設された。グリーン

ケミストリーとは、「化学物質のライフサイクル
（原料の選択から、製造および使用・廃棄までの
過程）全体において、人体および環境への環境負
荷を低減しようとするコンセプトと、そのための
技術の総称」と定義される。日本では、グリーン・
サスティナブル・ケミストリーと呼ばれることも
多い研究分野である。このセッションでは、米国
農務省農業研究部東部研究センター（USDA-ARS-
ERRC）の LinShu Liuと食品総合研究所の鍋谷浩
志が座長を務めた。米国側からは、「ペクチンと
ホエー・タンパク質を原料としたドラッグ・デリ
バリー・システム」（USDA-ARS-ERRC、LinShu 
Liu）、「触媒を用いたバイオマスの熱分解による
代替炭化水素燃料の製造」（USDA-ARS-ERRC、 
Akwasi Boateng）、「エネルギー作物からのエタ
ノールの製造における発酵阻害物質の生物的削
減 」（USDA-ARS-NCAUR、Michael Cotta） お よ
び「ルイス酸を触媒とした液化炭酸中でのエポキ
シド化大豆油の開環重合」（USDA-ARS-NCAUR、
Kevin Liu）に関する４件の研究発表があった。
日本側からは、「サツマイモ加工残渣を用いた青

果物用クッション・トレイの製造」（食総研、岡
留博司）、「非可食脂質を原料としたバイオディー
ゼル燃料の製造」（食総研、鍋谷浩志）および「草
本系バイオマスからの糖質の回収を目的とした
“CaCCO法”」（食総研、徳安健）に関する 3件
の発表があった。農産物の非食利用（エネルギー
あるいは工業製品としての利用）に関する研究を
主たる対象とした新たなセッションであるが、非
常に活発な議論が行われた。特に、バイオエネル
ギー生産にあたって、原料である生物資源を無駄
なく有効に活用していくことが、我が国でも強く
求められる中、この分野での協力はますます重要
になると考えられる。今後とも、日米間における
人的交流や試料・研究情報の交換を通じて、グリー
ン・ケミストリー分野における技術発展が加速さ
れることを期待する。（鍋谷浩志）　

【最後に】
上記の各テクニカルセッションの他に、１日半

のスタディツアーが開催された。スタディツアー
では、ワシントン D.C.近郊に位置する BARC
の農場と研究所の一つである Beltsville Human 
Nutrition Research Center（ベルツビル健康栄養
研究センター）およびフィラデルフィア市内にあ
る米国側議長 Dr. S. Erhanが所長を務める ERRC
の施設見学を行なった。これら研究施設で各分野
の研究者と活発な意見交換・討論が行われた。
（川本伸一）
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平成 22年 7月 14日（水）の 13時～ 17時に、東京秋葉原の UDXカンファレンスにおいて、標記の
シンポジウムを開催いたしました。近年、これまで小麦粉を原料として製造されていたパンや麺に関し
て、米粉を原料として製造された製品が多数上市されています。これらに役立つ研究成果を公表し、社
会で活用してもらうことを目的と致しました。農研機構の研究機関、民間企業、農林水産省から、米粉
利用に適した品種、米粉製粉技術、米粉パンの大量生産技術、炊飯米を配合したごはんパン、グルタチ
オンを利用した 100％米粉パン、および、農林水産省の米粉利用促進の施策について、5題の講演を行
いました。さらに、ごはんパン、米粉と小麦粉を配合したパン、米粉シフォンケーキ、小麦全量粉パン
の試食品を用意し、シンポジウム参加者に試食していただきました。会場が満席となる 232名の方のご
参加をいただきました。本シンポジウム講演の配付資料（pdf）は、食品総合研究所ホームページのイ
ベント／会議一覧の 2010年度に掲載してあり、ダウンロードいただけます。（会場風景は、表紙に掲載）

アグリビジネス創出フェア 2010は平成 22年 11月 24日（水） ～ 26日（金）の 3日間の会期で千葉
県の幕張メッセの展示ホール 6において開催されました。本フェアの主催は農林水産省が行い、独立行
政法人農業・食品産業技術総合研究機構（農研機構）をはじめとする様々な機関が参加している日本で
も最大級の農業関係のフェアです。本フェアは平成 20年度までは、東京都有楽町にある東京国際フォー
ラム地下の展示ホールで 2日間の日程で開催されていましたが、昨年度から幕張メッセに移動し、生
産・流通技術、サービスに関する展示等を行うアグロイノベーションと同時開催になり、期間も 3日間
に延長になりました。主催者発表によりますと今年度の 3日間の入場者数は昨年度を約 4,000名上回る
26,854名に達したそうです。今年度食品総合研究所は昨年度までとは違い、農研機構の共同出展スペー
スである生産技術に関するゾーンに出展しました。出展内容に関しては当研究所の紹介および技術相談
等行うと共に、農林水産省委託プロジェクト生産・流通・加工工程における体系的な危害要因の特性解
明とリスク低減技術の開発「略称：生産工程プロ」、食品の表示の信頼性確保と機能性解明のための基
盤技術の開発「略称：信頼機能プロ」、食品素材のナノスケール加工及び評価技術の開発「略称：ナノ
テクプロ」の 3プロジェクトの当研究所における主要研究成果をポスターで発表しました。ブースを訪
れる人も多く大変盛況でした。

所内ニュース

アグリビジネス創出フェア2010について
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研究成果展示会2010（報告）

平成 22年 11月 5日（金）つくば国際会議場（エポカルつくば）において、「食品総合研究所研究成
果展示 2010」・「第 28回食品総合研究所公開講演会」が開催されました。今年は例年のフードテクノフェ
ア inつくばとしての他機関との共同開催とは異なり、農林水産省委託プロジェクト生産・流通・加工
工程における体系的な危害要因の特性解明とリスク低減技術の開発「以下生産工程プロジェクトと略す」
の基調講演・ポスター発表・ミニ講演、並びに農林水産省委託プロジェクト食品の表示の信頼性確保と
機能性解明のための基盤技術の開発「以下信頼機能プロジェクトと略す」のうちの食品表示の真偽を知
る技術開発と健康増進に向けた食品の機能性の解明に関する口頭発表・ポスター展示がそれぞれ行われ
た。その他に米粉利用研究シンポジウムおよびフード・フォラム・つくば主催の「フード・フォラム・
つくば企業交流展示会」も開催されました。今回はつくばで行う成果展示会として 6回目となり、春の
一般公開と並び食品総合研究所が開催する秋の大きなイベントとして認知されてきていると思われ、参
加者は公設試および企業の研究者等専門家を中心に昨年度を大幅に上回り約 800名にのぼりました。こ
れは、プロジェクトの公開講演などが同時に行われたためと思われます。また、展示・発表会が多くの
会場に分かれていることなどから来場者が各会場に分散し、一部のイベント会場が過度に混雑すること
もなく快適な環境のもとで、熱心な討論および意見交換などの交流がおこなわれました。
なお、平成 23年の研究成果展示会は 11月 2日（水）、9：30～ 16：00の時間で、場所は同じくつく

ば国際会議場（エポカルつくば）にて開催予定です。皆様のご来場をお待ちいたしております。

研究成果展示会2010　関連開催企画一覧
（敬称略）

開会式等（各イベント会場にてそれぞれ） 9：20～ 9：30にかけて
　食品総合研究所研究成果展示会２００９（多目的ホール）について
　開会の挨拶　（独）農業・食品産業技術総合研究機構　食品総合研究所　所長　林　清

（食品総合研究所研究成果展示会2010）
　研究成果展示会（多目的ホール） 9：30～ 16：00

　 　「100名の研究者全員がポスター展示でお出迎え」をテーマに、担当研究員自身による研究成果の
説明（機械等の展示も含む）、また、ポスター展示による食品総合研究所の組織紹介も行いました。

（食品総合研究所第28回公開講演会）
　公開講演会（中ホール） 13：00～ 14：00

　　最近、食品総合研究所が開発した 4つの研究成果を紹介しました。
　　１）緑豆種子の効率的殺菌技術の開発と評価
　　　　　根井大介 (食品安全研究領域　食品衛生ユニット )
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　　２）微生物の物資生産能力増強に役立つ新規ストレプトマイシン耐性変異の発見と
　　　　　その利用　　岡本　晋（食品バイオテクノロジー研究領域　生物機能解析ユニット）
　　３）溶液 X線散乱クロマトグラフィー法による食品に関連するタンパク質の特性解析
　　　　　渡辺　康（食品バイオテクノロジー研究領域　生物機能制御ユニット）
　　４）遺伝子組換え農産物検査の信頼性確保のための認証標準物質の生産・配付
　　　　　橘田和美（食品分析研究領域　GMO検知解析ユニット）

（プロジェクト成果発表関連）
生産工程プロジェクト　
　基調講演（2題）・概要紹介（2題）（中ホール） 9：30～ 12：00

　ポスター発表　掲示（30題）（201会議室） 9：00～ 17：00

　コアタイム  （15：00～ 15：45、16：15～ 17：00）
　ミニ講演（9題）（202 会議室） 14：00～ 15：00

信頼機能プロジェクト
　食品表示の真偽を知る技術開発（7題）（大会議室 101、102） 9：30～ 12：30

　健康増進に向けた食品の機能性の解明（7題）（大会議室 101、102） 13：30～ 16：00

（米粉利用シンポジウム）
　米粉利用研究シンポジウム（5題） 14：00～ 15：45

（フード・フォラム・つくば企業交流展示会）
　フード・フォラム・つくばに参加している企業ポスターおよび
　機器等の展示（多目的ホール） 9：30～ 16：00
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緊急シンポジウム
─放射性物質の食品影響と
　今後の対応─（報告）

平成 23年 4月 18日（月）つくば国際会議場（エポカルつくば）大ホールにおいて、食品総合研究所「緊
急シンポジウム－放射性物質の食品影響と今後の対応－」が開催されました。
平成 23年 3月 11日 14時 46分に日本の観測史上最大のマグニチュード 9.0を記録した東北地方太平

洋沖地震（震源：太平洋三陸沖）が発生し、この地震と津波によって、東京電力福島第一原子力発電
所の原子炉や核燃料プールの冷却機能が失われ、核燃料棒に含まれる高レベルの放射性物質が大量に外
部環境に漏出する深刻な原子力事故となりました。原発事故による広範な周辺地域環境への放射性物質
（主に 131I、134Csと 137Cs）漏出を受けて、3月 17日には、厚生労働省が原子力安全委員会の示した指標
値を食品衛生法上の暫定規制値としました。3月 19日～ 22日にかけて農林水産省は福島県産の原乳、
茨城県、福島県、栃木県、群馬県産のホウレンソウ、カキナなどから食品衛生法上の暫定規制値を超え
る放射能（主に 131I）が検出されたと発表し、これを受け、政府は 3月 21日に一部地域・品目に関して
食品の出荷制限の指示を出しました。このような状況下、食品総合研究所では、いち早く、放射能の基
礎知識や食品への影響に関する正確な科学情報等を提供するために、3月 22日にホームページ上に情
報サイト「東日本大震災に伴い発生した原子力発電所被害による食品への影響について」（http://nfri.
naro.affrc.go.jp/topics/R_C.html）を公開し、随時更新しています。その内容は、一般向けの基礎知識、
官公庁の情報サイトへのリンクおよび研究者･食品事業者等を対象とした日本語要約付きの文献情報リ
スト（155文献）です。3月 25日には、情報サイトの充実や研究体制の構築などを目的として、放射性

小林先生

堀口先生

滝澤先生

小島先生

 「緊急シンポジウム─放射性物質の食品影響と今後の対応─」での講演
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物質影響ワーキンググループ（WG）を設置しました。広く一般の方々へ科学的に正確な情報をわかり
やすく発信し、放射性物質の食品影響についての理解を深めて頂くために、放射性物質影響WGが中
心となって、この緊急シンポジウムを企画しました。
ホームページ上で参加登録を開始して ､1週間も経たずに予定人数に達してしまうという予想を超え

る反響がありました。シンポジウムは、下記に示したプログラムのように 2名の専門家による講演と
パネルディスカッションで構成され、参加者は 1,049名と会場が満杯となる大盛況でありました。参加
者の内訳（人数割合）は、食品企業関係者が 60％、大学と国立研究機関が 18％、農業団体関係者 6％、
県･市関係職員 4％、農業従事者 4％、消費者 3％および報道関係者 2％でした。
講演者の小林 泰彦 先生は、放射能と放射性物質に関する基礎、自然環境から受ける放射線線量とそ

の健康への影響についてわかりやすく話されました。もう 1人の滝澤行雄先生は、放射線核種の食品へ
の移行およびヒトの健康への影響、過去のチェルノブイリ原発事故などでの防護対策と食品摂取規制な
どについてわかりやすく解説され、過去の科学的知見を踏まえた今後の対応についても言及されました。
パネルディスカッションでは、会場からの多くの質問をコーディネーターの堀口逸子先生が、的確にグ
ループ分けされ、それぞれの主な質問に対して、時間の許す限り、パネリストの先生方に回答および意
見を求めていました。現在、講演資料と、シンポジウムで寄せられた質問票を集約した Q&Aをホーム
ページ上で公開しています。

 

緊急シンポジウム
―放射性物質の食品影響と今後の対応―

プログラム

開会の挨拶　（独）農業機構　食品総合研究所　所長　林　清  13：00～ 13：05

講演　 13：05～ 14：25（各 40分）

　１．放射性物質の基礎を学ぶ

　　　　小林 泰彦 先生（独立行政法人　日本原子力研究開発機構　量子ビーム応用研究部門）

　２．食品を通じた放射線の健康影響 -これまでの知見と今後の対応 -　

　　　　滝澤 行雄 先生（秋田大学名誉教授 、内閣府食品安全委員会専門参考人）

休憩  14：25～ 14：40（会場からの質問票の回収）

パネルディスカッション  14：40～ 15：40

　コーディネーター： 堀口逸子先生（順天堂大学医学部、内閣府食品安全委員会リスクコミュニケーショ

ン専門調査会専門委員）

　パネリスト： 小林泰彦先生（講師）、滝澤行雄先生（講師）、小島正美先生（毎日新聞生活報道部編集

委員）、川本伸一（食品総合研究所放射性物質影響WG委員長、食品安全研究領域長）、

等々力節子（同　WG委員、食品安全研究領域上席研究員）
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所内ニュース
表彰・受賞

受賞対象：「輸送振動による包装容器内イチゴ果実の損傷に関する研究」          
　 【受賞研究内容】輸送時における振動衝撃は、青果物を損傷してしまうことからその防止が大きな課
題となっていました。本研究では、特に損傷を受けやすい軟弱な青果物である「イチゴ」を対象とし
て、その包装を用いた場合の振動によるイチゴ果実の損傷しやすさを、振動中のイチゴ果実の動きを
測定することで簡便に評価する手法を開発しました。

2010年度農業施設学会　奨励賞 （平成 22年 8月 30日）

中村　宣貴（なかむら　のぶたか） 
食品工学研究領域　流通工学ユニット  
主任研究員

受賞対象： 「Microbial production of xylitol from L-arabinose by metabolically engineered Escherichia coli」
（タイトル訳： 代謝改変大腸菌を用いた L-アラビノースからのキシリトール生産）
　 【受賞研究内容】微生物発酵によるキシリトール生産を目指して、バイオマス資源に含まれる 5炭糖
の 1つである L-アラビノースをキシリトールに変換する大腸菌を開発しました。本来、大腸菌は L-
アラビノースを炭素源として消費してしまいますが、遺伝子工学的手法を用いてキシリトールを蓄積
するように代謝経路を改変しました。さらに、改変した代謝経路に必要な補酵素を供給してやること
により、95％の収率で L-アラビノースをキシリトールに変換することに成功しました。

日本生物工学会第18回生物工学論文賞  （平成 22年 10月 27日）

榊原　祥清（さかきばら　よしきよ） 
食品バイオテクノロジー研究領域　機能分子設計ユニット
主任研究員

受賞対象： 「米粉 100％（グルテン不使用）パンの新しい製造技術の開発」
　 【受賞研究内容】デンプンの性能を生かした米粉 100％パン（グルテン不使用）の製造技術を開発し
ました。グルテンが使われていないため、小麦アレルギーの人でも食べられるパンが作れます。また、
米粉生地にグルタチオン（生物の体内に存在し、サプリメントに利用されている化合物）を添加する
ことで発酵時のふくらみが増大し、パンの容積比が高められます。さらに、小麦パンには必須である
食塩は不要であるため、減塩食品の開発に対しても応用が期待できます。

フード・アクション・ニッポン  アワード  2010  研究開発・新技術部門  優秀賞 （平成 23年 2月 1日）

矢野　裕之（やの　ひろゆき） 
食品素材科学研究領域　蛋白質素材ユニット
ユニット長
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受賞対象：「微細水滴含有過熱水蒸気加工システムの研究」          
　 【受賞研究内容】農産物の品質を保持した効率的加熱処理を可能とする微細水滴含有過熱水蒸気生成
システムを開発し、その基礎特性と安定的に制御できる因子（ノズル内圧と吸水量）の関係を解明し、
また、従来の農産物の 1次加工処理の茹で処理や蒸し処理に比べ、加熱効率が優れていることや品質
を損なわないブランチング処理や野菜の短時間表面殺菌処理により高品質の素材加工ができることを
明らかにしました。

平成23年度科学技術分野の文部科学大臣表彰　科学技術賞（研究部門） （平成 23年 4月 20日）

五十部誠一郎（いそべ　せいいちろう） 
食品工学研究領域  
領域長

受賞対象：「微細水滴含有過熱水蒸気（アクアガス）を核とした高度加熱システム技術の実用化」          
　 【受賞研究内容】農産物の品質を保持した効率的加熱処理を可能とする微細水滴含有過熱水蒸気生成
システム（アクアガス）を開発し、その特性を活かして安定的に利用できるシステムを食品機械メー
カーと一緒に実用化しました。厨房や食品加工施設で使用する処理装置を既に製造販売して、その装
置を利用した高品質の食品素材などが調製されています。

　 　また、連続装置や既存の加熱装置にアクアガスを利用できる発生器なども開発しており、今後も利
用が拡大されることが期待されています。

　　受賞者：「アクアガス技術開発グループ」（代表者　五十部誠一郎　他 1名）

㈶飯島記念食品科学振興財団　平成22年度飯島食品技術賞 （平成 23年 4月 26日）

五十部誠一郎（いそべ　せいいちろう） 
食品工学研究領域  
領域長

受賞対象：「近赤外分光法による穀物品質の非破壊評価に関する研究」          
　 【受賞研究内容】化学成分の迅速測定が可能な近赤外分光法を用い、穀物の品質評価に応用しました。
透過法を用いた穀物一粒による玄米の水分・タンパク質の非破壊測定技術の開発、その技術を基にし
た玄米一粒選別機の開発、精米一粒タンパク質のヒストグラムの比較による精米への異品種混入の有
無の判定、近赤外スペクトルパターン解析による小麦粉の用途の識別、発芽の有無を予測する老化大
豆種子の非破壊識別及び小麦デンプンの品質特性を示す糊化・老化の検出法を開発するなど、実用性
の高い技術として利用が期待されています。

㈶飯島記念食品科学振興財団　平成22年度飯島食品技術賞 （平成 23年 4月 26日）

河野　澄夫（かわの　すみお） 
食品分析研究領域 非破壊評価ユニット  
ユニット長

※上記所属及び職名は、受賞時（又は受賞決定時）の名称で記載。



─ 食総研ニュース　No.26（2011）─

─ 24 ─

人 事 情 報

日付 配　属　先 配　属　元　　　 氏　名
22. 8.21    命 所長林　清海外出張中事務代理             企画管理部長 森　　勝美
  （平成 22年 8月 28日まで）
22. 9. 6 採用 企画管理部管理課会計チーム  小澤　麻弥
  （平成 22年 12月 10日まで）
22.10. 1 命 企画管理部管理課庶務チーム主査（厚生）　 畜産草地研究所企画管理部
       那須企画管理室管理チーム（資産管理）   保立　泰男
22.10. 1    命   農業者大学校企画管理室管理チーム主査     企画管理部管理課庶務チーム主査（厚生）   白田　裕二
22.10. 1    命   食品分析研究領域主任研究員               食品分析研究領域主任研究員               箭田　浩士
                  （成分解析ユニット）                     （成分解析ユニット）
                  免　企画管理部業務推進室                 兼　企画管理部業務推進室
22.10. 1    命   食品素材科学研究領域主任研究員           食品素材科学研究領域主任研究員           與座　宏一
                  （糖質素材ユニット）                     （糖質素材ユニット）
                  兼　企画管理部業務推進室
22.10. 1   採用  食品分析研究領域　                                                               鈴木彌生子
                  （分析ユニット）
22.10. 1   採用  食品素材科学研究領域                                                             池　　正和
                  （糖質素材ユニット）
22.10.18    命 企画管理部管理課庶務チーム                                                       鷺　　裕子
                  （平成 23年 4月 15日まで）
22.12.10    命 企画管理部管理課会計チーム                                                       小澤　麻弥
                  （平成 22年 12月 17日まで）
22.12.17         任期満了                                 企画管理部管理課会計チーム               小澤　麻弥
22.12.18   採用  企画管理部管理課会計チーム                                                       小澤　麻弥
                  （平成 24年 3月 31日まで）
22.12.31         任期満了                                 食品工学研究領域                         五月女　格
                                                         （製造工学ユニット）
23. 1. 1   採用  食品工学研究領域主任研究員                                                       五月女　格
                  （製造工学ユニット）
23. 1.12    命   研究統括                                 農林水産技術会議事務局付                 大谷　敏郎
23. 3.31    命   国際農林水産業研究センター               企画管理部管理課長                       守岩　　保
                  総務部庶務課長
23. 3.31    命   森林総合研究所総務部経理課支出第１係長   企画管理部業務推進室                     久田二三彦
                                                         運営チーム主査（予算管理）
23. 3.31         定年退職                                 企画管理部長                             森　　勝美
23. 3.31   　　  定年退職                                 食品分析研究領域分析ユニット長           堀田　　博
23. 3.31   　　  定年退職                                 食品分析研究領域非破壊評価ユニット長     河野　澄夫
23. 3.31         任期満了                                 微生物利用研究領域                       鈴木　忠宏
                                                         （微生物評価ユニット）
23. 4. 1    命   食品素材科学研究領域上席研究員           本部　総合企画調整部研究管理役           門間美千子
                  （中課題推進責任者）
23. 4. 1    命 企画管理部長                             研究統括                                 大谷　敏郎
23. 4. 1    命 応用微生物研究領域長                     微生物利用研究領域長                     北村　義明
23. 4. 1    命 企画管理部管理課長　　　　　　　　　　   農業環境技術研究所財務管理室長　         宮本　憲二
23. 4. 1    命   企画管理部業務推進室運営チーム主査       森林総合研究所総務部総務課               宮下　　博
                  （予算管理第１）　　　　　　　　　　　　 領域庶務第１係長
23. 4. 1    命   企画管理部管理課庶務チーム主査（庶務）   農業生物資源研究所                       塚田　利恵
                                                         生物遺伝資源管理室専門職
23. 4. 1    命 企画管理部管理課　　　　　　　  　　　　 農林水産消費安全技術センター             前野　智子
                  会計チーム主査（資産管理）               総務部管財課資産係長
23. 4. 1    命   企画管理部業務推進室運営チーム　　       企画管理部業務推進室                     及川　正統
                  （予算管理第１）　　　　　　　　　　　　 運営チーム（予算管理）
23. 4. 1    命   企画管理部業務推進室運営チーム主査       企画管理部業務推進室                     髙木　智子
                  （予算管理第２）　　　　　　　　　　　　 運営チーム専門職（予算管理）
23. 4. 1    命   本部　統括部総務課秘書係長　 企画管理部管理課庶務チーム主査（庶務）   松本みゆき

人 事 の 動 き
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日付 配　属　先 配　属　元　　　 氏　名
23. 4. 1    命   果樹研究所企画管理部管理課          　　 企画管理部管理課会計チーム主査           横田　隆男
         会計チーム主査（資産管理第１）  　　　　 （資産管理）           
23. 4. 1    命   応用微生物研究領域主任研究員        　　 北海道農業研究センター　　　　　　　     齋藤　勝一
            駐在 北海道農業研究センター芽室研究拠点　     寒地バイオマス研究チーム主任研究員
                  （平成 23年 4月 30日まで）
23. 4. 1    命   食品機能研究領域上席研究員        　　　 食品機能研究領域栄養機能ユニット長       八巻　幸二
23. 4. 1    命   食品機能研究領域上席研究員        　　　 食品機能研究領域                         石川　祐子
                  （中課題推進副責任者）                   機能性成分解析ユニット長
23. 4. 1    命   食品機能研究領域上席研究員        　　　 食品機能研究領域                         小堀真珠子
                  （中課題推進責任者） 　                  機能性評価技術ユニット長
23. 4. 1    命   食品機能研究領域上席研究員        　　　 食品機能研究領域機能生理評価ユニット長   田村　　基
23. 4. 1    命   食品機能研究領域上席研究員        　　　 食品機能研究領域食認知科学ユニット長     日下部裕子
23. 4. 1    命   食品機能研究領域上席研究員        　　　 食品機能研究領域食品物性ユニット長       神山かおる
                  （中課題推進責任者）
23. 4. 1   命 食品安全研究領域上席研究員        　　　 食品安全研究領域化学ハザードユニット長   長嶋　　等
                  （中課題推進副責任者） 
23. 4. 1    命 食品安全研究領域上席研究員        　　　 食品安全研究領域食品害虫ユニット長       宮ノ下明大
23. 4. 1   命 食品分析研究領域上席研究員        　　　 食品分析研究領域成分解析ユニット長       亀山眞由美
23. 4. 1    命 食品分析研究領域上席研究員        　　　 食品分析研究領域状態分析ユニット長       小野　裕嗣
23. 4. 1   命 食品分析研究領域上席研究員        　　　 食品分析研究領域品質情報解析ユニット長   内藤　成弘
23. 4. 1  命 食品分析研究領域上席研究員        　　　 食品分析研究領域                         橘田　和美
   ＧＭＯ検知解析ユニット長
23. 4. 1 命 食品素材科学研究領域上席研究員    　　　 食品素材科学研究領域穀類利用ユニット長   奥西　智哉
23. 4. 1  命 食品素材科学研究領域上席研究員    　　　 食品素材科学研究領域糖質素材ユニット長   德安　　健
23. 4. 1 命 食品素材科学研究領域上席研究員    　　　 食品素材科学研究領域                     矢野　裕之
                                                        蛋白質素材ユニット長
23. 4. 1 命   食品素材科学研究領域上席研究員    　　　 食品素材科学研究領域脂質素材ユニット長   長尾　昭彦
23. 4. 1  命   食品工学研究領域上席研究員    　　　　　 食品工学研究領域製造工学ユニット長       岡留　博司
23. 4. 1  命   食品工学研究領域上席研究員 食品工学研究領域計測情報工学ユニット長   杉山　純一
23. 4. 1  命   食品工学研究領域上席研究員    　　　　　 食品工学研究領域                         杉山　　滋
                                                         ナノバイオ工学ユニット長
23. 4. 1 命 食品工学研究領域上席研究員    　 食品工学研究領域流通工学ユニット長     椎名　武夫
23. 4. 1   命   食品工学研究領域上席研究員    　　　　　 食品工学研究領域食品包装技術ユニット長   石川　　豊
23. 4. 1   命 食品工学研究領域上席研究員 食品工学研究領域食品高圧技術ユニット長 山本　和貴
23. 4. 1    命 食品工学研究領域上席研究員 食品工学研究領域先端加工技術ユニット長 植村　邦彦
23. 4. 1 命 応用微生物研究領域上席研究員 微生物利用研究領域上席研究員 原口　和朋
23. 4. 1 命   応用微生物研究領域主任研究員 微生物利用研究領域主任研究員 中村　敏英
     （酵母ユニット）
23. 4. 1 命 応用微生物研究領域主任研究員  　　　　　 微生物利用研究領域主任研究員             安藤　　聡
                                                        （酵母ユニット）
23. 4. 1 命 応用微生物研究領域上席研究員  　　　　　 微生物利用研究領域発酵細菌ユニット長     舟根　和美
23. 4. 1  命 応用微生物研究領域主任研究員  　　　　　 微生物利用研究領域主任研究員             木村啓太郎
                                                        （発酵細菌ユニット）
23. 4. 1   命 応用微生物研究領域上席研究員  　　　　　 微生物利用研究領域糸状菌ユニット長       楠本　憲一
23. 4. 1   命 応用微生物研究領域主任研究員  　　　　　 微生物利用研究領域主任研究員             鈴木　　聡
                                                         （糸状菌ユニット）
23. 4. 1 命 応用微生物研究領域　　　　　  　　　　　 微生物利用研究領域                       服部　領太
                                                         （糸状菌ユニット）
23. 4. 1  命 応用微生物研究領域上席研究員　　  　　　 微生物利用研究領域微生物評価ユニット長  岩橋由美子
23. 4. 1  命 食品バイオテクノロジー研究領域　　　　　 食品バイオテクノロジー研究領域           北岡　本光
                  上席研究員                               酵素研究ユニット長
23. 4. 1  命 食品バイオテクノロジー研究領域           食品バイオテクノロジー研究領域           町田　幸子
                  上席研究員                               機能分子設計ユニット長
23. 4. 1 命 食品バイオテクノロジー研究領域 食品バイオテクノロジー研究領域           岡本　　晋
                  上席研究員                               生物機能解析ユニット長
23. 4. 1 命 食品バイオテクノロジー研究領域           食品バイオテクノロジー研究領域           渡邊　　康
                  上席研究員                               生物機能制御ユニット長
23. 4. 1 採用 応用微生物研究領域                                                               鈴木　忠宏
23. 4. 1 採用  食品安全研究領域                                                                 細谷　幸恵
23. 4. 1 命 作物研究所稲研究領域主任研究員           食品素材科学研究領域主任研究員           鈴木啓太郎
                                         （穀類利用ユニット）
23. 4.15   任期満了                                 企画管理部管理課庶務チーム               鷺　　裕子
23. 5. 1 命 東北農業研究センター企画管理部           企画管理部管理課会計チーム専門職（調達） 久保田良枝
                  業務推進室運営チーム専門職（運営調整）



農研機構  食品総合研究所
連携共同推進室　☎ 029-838-7990

100名の研究者全員がポスター展示でお出迎え

研究成果展示会
同時開催 公開講演会����
■日程：11月2日（金） 9：30～16：00
■会場：つくば国際会議場（TXつくば駅より徒歩10 分）

入場
無料
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